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１ 本書の位置付け 

本書は、茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム指定管理者申請要項（以下「要項」とい 

う。）と一体のものであり、茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホーム（以下「ふれあい活動ホ 

ーム」という。）の管理運営業務を指定管理者が行うにあたり、茅ヶ崎市障害者ふれあい 

活動ホーム条例（平成元年茅ヶ崎市条例第２号。以下「条例」という。）及び茅ヶ崎市障 

害者ふれあい活動ホーム条例施行規則（平成６年茅ヶ崎市規則第１５号。以下「規則」 

という。）に定めるもののほか、指定管理者に要求する管理運営の業務内容及び水準等を 

示すものである。 

 

２  管理運営方針 

指定管理者は、ふれあい活動ホームの管理運営にあたっては、次に掲げる事項に十分

留意し、本書に示す基準を満たした管理運営を行うこととする。 

また、利用者の満足を追求するため、積極的にサービス提供の質の向上を図り、合わ

せて管理運営経費の縮減に努めるものとする。 

・業務内容及び公共性を十分認識し、関係法令及び条例等を遵守すること。 

・施設及び附属設備等を常に良好な状態に保つこと。 

・施設の機能、効用を最大限に発揮させること。 

・施設を利用しやすいように常にサービスの向上に努めること。 

・省エネルギーに努めるとともに廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行うこ 

と。 

・効率的な施設の維持管理を行い、管理運営経費の縮減に努めること。 

・利用者の平等利用の確保に努めること。 

・利用者の安全を確保すること。 

・個人情報の適切な管理を行うこと。 

・近隣住民との良好な関係を維持すること。 

 

３ 業務内容及び水準 

（１）施設の運営に関する業務 

指定管理者は、施設を円滑に運営するため、ふれあい活動ホームの運営に関する業 

務を行い、利便性、安全性及び快適性の向上に努めなければならないものとする。 

ア ふれあい活動ホーム赤羽根の業務 

(ｱ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法 

律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１３項に規定する就労移行支援（以 

下「就労移行支援」という。）の実施・請求に関する業務  

(ｲ) 法第５条第１４項に規定する就労継続支援（以下「就労継続支援」という。）の 

実施・請求に関する業務 

(ｳ) 条例第１１条の規定による承認に関する業務 

(ｴ) (ｱ) 、(ｲ) 、(ｳ)に掲げるもののほか、市長が必要があると認める業務 

イ ふれあい活動ホームあかしあの業務 

(ｱ) 法第５条第７項に規定する生活介護の実施・請求に関する業務 

(ｲ) 条例第１１条の規定による承認に関する業務 

(ｳ) (ｱ) 、(ｲ) に掲げるもののほか、市長が必要があると認める業務 

ウ ふれあい活動ホーム第２あかしあの業務 

(ｱ) 就労継続支援の実施・請求に関する業務 

(ｲ) 条例第１１条の規定による承認に関する業務 

(ｳ) (ｱ) 、(ｲ) に掲げるもののほか、市長が必要があると認める業務 
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エ 指定管理者による自主事業 

(ｱ) 自主事業の実施 

管理運営業務以外の業務を自らの費用と責任において実施することができる。 

この場合において、指定管理者は、あらかじめ本市にその旨を届け出てその承 

    認を得なければならない。  

(ｲ) 自主事業を実施するに当たっての留意事項 

①本市の要求する管理運営業務に支障がないこと。 

②自主事業の実施に際しては、利用者等に自主事業であることを明示すること。 

③自主事業に係る経費及び収入並びに実施状況を報告すること。 

④関連する法規を遵守すること。 

⑤自主事業の実施が適当ではないと本市が認める場合には、承認が取り消される 

こと。 

なお、取消しにより生じた指定管理者又は第三者の損害について、本市は一切 

責任を負わないこと。 

(ｳ) 事業計画の変更 

自主事業の実施にあたり、当該年度の事業計画等との変更が生じる場合は、事 

前に本市との調整を行い、確認を得ること。 

(ｴ) 自主事業報告書の作成 

指定管理者は、自主事業を実施した場合には、（５）イの事項に準じて自主 

事業報告書を作成し、事業報告書と合わせて本市に提出しなければならない。 

オ 職員体制に関する業務 

法に定める基準に基づく職員を配置するとともに、労働基準法等関係法令を遵守 

し、かつ業務を効率的に行うために適正な人員数を配置すること。 

カ その他施設の運営に関する業務 

(ｱ) 利用者への適切な応対 

(ｲ) 苦情、要望対応 

(ｳ) 遺失物対応 

遺失物の受け取りや警察への届出等を行うこと  

(ｴ) 掲示板へのポスター、チラシの掲示 

(ｵ) 鍵の管理 

施設等に関連する全ての鍵の管理・保管・鍵管理台帳の整備を行うこと。 

(ｶ) 急病、ケガ等への対応 

急病、ケガ等が発生した場合には的確に対応するとともに、職員に対し、ＡＥ 

Ｄ（自動体外式除細動器）に対応できる普通救命講習を受講させること。 

(ｷ) その他の業務 

施設等の管理運営上又は設置目的を達成するため市長が必要と認める業務を行 

うこと。 

 

（２）広報に関する業務 

指定管理者は、施設におけるサービスの向上や利用促進を図るとともに、施設や障 

がい理解の周知啓発等に努めなければならないものとする。 

 

ア 施設の周知啓発に関する業務（ホームページの作成及び管理運営） 

ふれあい活動ホームに関する情報を広く周知させることを目的とし、専用のホー 

ムページを公開することができる。 

なお、大幅なコンテンツの更新にあたっては、事前に本市と協議を行うこと。 
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イ その他広報に関する業務 

様々な媒体を用いた効果的な広報を行うこと。 

ウ 指定管理者名の表示 

指定管理業務を行うにあたり、指定管理者により管理・運営されている施設であ 

ることを利用者に示すため、施設内やパンフレット等に指定管理者名を表示するも 

のとする。 

 

【施設内の表示】 

   茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホームを管理する指定管理者の標示   

      

  当施設は、茅ヶ崎市の指定を受けた下記の団体が管理しています。   

  
団体の名称及び代表者の氏名  

  
団体の所在地  

  指定年月日 令和  年  月  日   

  指定期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日   

  管理責任者の名     

  連絡先    

     

  茅ヶ崎市   

  担当 福祉部 障がい福祉課 障がい福祉推進担当    

  電話 ０４６７－８１－７１５９     

 

【印刷物等の表示例】 

茅ヶ崎市の市有施設である茅ヶ崎市障害者ふれあい活動ホームは、指定管理者である△

△△△株式会社（財、社、ＮＰＯ法人）が管理・運営を行っています。 

 連絡先 指定管理者 △△△△株式会社（財、社、ＮＰＯ法人） 

 電 話 ××××－××－××××  

 

（３）危機管理に関する業務 

ア 災害への対応に関する業務 

(ｱ) 災害対応マニュアルの作成 

災害発生時（火事、地震、大雨等）の対応に関する各種マニュアルを作成する 

こと。 

(ｲ) 災害発生時の対応 

災害発生時は利用者の避難、誘導、安全確保等、的確な対応を行うこと。また、 

災害発生時に本市が必要と認めたときは、開場時間の変更または運営停止（無料 

開放）を行うこと。 

(ｳ) 施設外における対応 

(ｱ) 、(ｲ) は、施設外で事業を実施する場合も同様とする。 

(ｴ) 消防本部又は消防署との調整及び消防法（昭和２３年法律第１８６号）の規定 

に基づく書類の提出 

(ｵ) 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）による消防訓練の実施（年２回以上） 

(ｶ) 防火管理者の選任 

(ｷ) 法令に基づく防火体制等の構築 

(ｸ) 業務継続計画（BCP）の作成 

イ 緊急事態への対応に関する業務 

(ｱ) 緊急事態対応マニュアルの作成 

緊急事態（災害以外の危機（事件、事故、個人情報漏洩、情報システムに関す 
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る事故等））の対応に関する各種マニュアル作成を行うこと。 

(ｲ) 緊急事態発生時の対応 

緊急事態発生時は利用者の避難、誘導、安全確保等、的確な対応を行うこと。 

(ｳ) 市への報告 

緊急事態発生時には、直ちにその旨を本市に報告すること。 

(ｴ) 施設外における対応 

(ｱ) 、(ｲ) 、(ｳ) は、施設外で事業を実施する場合も同様とする。 

ウ 職員研修 

指定管理者は、様々な危機に対応するため、職員の研修や訓練を実施するものと 

する。 

エ 個人情報の保護 

個人情報保護に係る関連法令を遵守し、規定やマニュアルを整備し、個人情報の 

漏洩がないようにすること。 

また、業務上知り得た個人情報を他に漏らし、又は自己の利益のために利用して 

はならない。指定管理期間の終了（指定の取り消しを含む）後、並びに従事者が職 

務を退いた後においても同様とする。 

 

（４）施設等の維持管理に関する業務 

指定管理者は、関係法令を遵守するとともに、「施設管理者のための建物維持管理の 

手引き」を基本に、施設等の清掃業務や関連法令に基づき当該施設が行うべき保守定 

期点検業務等を定められた回数実施し、安全・快適な環境を維持しなければならない 

ものとする。 

ア 保守管理業務 

(ｱ) 保守管理 

施設等に異常がないか常時確認し、保守管理を行うこと。 

(ｲ) 市への報告 

施設の損傷等により本施設利用者に危害を及ぼすことのないよう、異常が発生 

した際には適切な処置を施すと共に遅滞なく本市へ報告すること。 

(ｳ) 附属設備等の点検 

附属設備等（電気設備、空調機器設備、給排水設備、消防設備、警備設備等） 

の日常点検、定期点検、法定点検を計画的に実施し、突発的な事故が発生しない 

ように保守管理を行うこと。 

(ｴ) 留意事項 

附属設備等の保守管理を行う際には、製造元等と十分協議を行い、施設内容を 

熟知したうえで安全・確実に作業を行うこと。 

イ 小規模修繕業務 

(ｱ) 施設等の修繕 

指定管理者の費用負担及び裁量で、施設等の保守管理等にかかる修繕（施設等 

の劣化や損傷部分、あるいは、性能を事実上、支障のない範囲まで回復させるこ 

とをいい、施設等の機能を向上させる目的での小規模な改修・改造・改装に関し 

ては、修繕に含むものとする。）等を行うこと。 

(ｲ) 修繕の額 

１件１０万円以上の修繕については、事前に本市と協議すること。 

ウ 保守定期点検業務 

(ｱ) 消防設備の保守点検 

関係法令を遵守し必要とされる消防設備保守点検業務を必ず行い、安全・快適 
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な環境を維持することとする。 

(ｲ) 空調設備の保守点検 

空調設備等の種類に応じ、冷媒系統・電気系統・外装その他の付帯機器に関す 

る保守点検を実施する。 

また、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成１３年法 

律第６４号）に定める空調・業務用冷蔵・冷凍機器の管理・定期点検及びその記 

録の保管を行うこと。 

(ｳ) 自動ドアの保守点検 

関係法令を遵守し、必要とされる自動ドア保守点検業務を必ず行い、安全・快 

適な環境を維持することとする。 

(ｴ) その他の保守点検 

その他、設備等を維持管理する上で、必要とされる保守点検業務を必ず行い、 

安全・快適な環境を維持することとする。 

エ 備品管理業務 

(ｱ) 保守管理 

施設内の備品（比較的長期間にわたって、その性質、形状等を変えることなく 

使用に耐えるもので、購入金額が単価１０万円以上の物品をいう。）について、施 

設の運営に支障が出ないよう適切な保守管理を行うこととする。 

(ｲ）備品台帳の整備  

   本市の備品について、備品台帳を作成し、備品の管理を確実に実施すること。 

また、備品台帳への品名、規格、金額、購入年月日、設置場所等の事項を記載 

    すること。 

(ｳ) 市への報告 

本市の備品について、破損や不具合等が発生した場合は、速やかに本市に報告 

するとともに、対応について本市と協議すること。 

(ｴ) 備品の購入 

指定管理者の費用と責任において備品を購入する場合は、本市と事前に協議す 

ること。 

(ｵ) 附属設備及び備品の設置 

指定管理者が、既存以外の附属設備及び備品を施設内に設置する場合には、事 

前に本市の承諾を得ること。また、それらの備品等に標識（シール等）を貼付し 

て、帰属を明らかにすること。 

(ｶ) その他 

(ｵ) について、指定期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたと 

きを除く。）又は指定管理者の指定を取り消されたときは、その取り扱いについて 

本市と協議をすること。 

  オ 清掃に関する業務 

    （ｱ）清掃業務 

施設における日常清掃及び定期清掃を実施し、良好な建築物環境衛生の維持と 

建物の清掃保全に努め、労働安全法令及び衛生規則等を遵守し、施設の円滑な運 

営を進めるため、所定の施設清掃業務を遂行すること。 

（ｲ）清掃日 

毎開館日に日常清掃を実施することとし、定期清掃については利用状況を考慮 

して開館日及び休館日に実施すること。 

カ 保安警備業務 

    （ｱ）巡回警備 
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本施設内の秩序を維持し、事故、盗難、火災等が発生しないよう常時巡回・警 

備を行い、もって利用者の生命及び財産の保護に寄与すること。 

（ｲ）閉館時の対応 

休館日や開館時間外等、指定管理者が直接施設等の管理のできない時間帯は、 

警備機械等を使用し、間接的に常時警備できる体制を整えること。 

  キ その他保守管理業務 

   (ｱ) 廃棄物の処理 

     業務上発生した廃棄物は、法律や本市が定める条例等に従って指定管理者の責 

任において次のとおり適正に処理するとともに、廃棄物の発生抑制、リサイク 

ルの推進に努めること。 

 ・一般廃棄物と産業廃棄物とに分別すること。 

 ・一般廃棄物の処理（収集運搬）は、市の許可を受けた事業者に委託すること。 

 一般廃棄物は、指定管理者自ら一般廃棄物処理施設への搬入、若しくは、地域

の集積場所への排出も可能だが、地域の集積場所に排出する場合、当該集積場

所が位置する自治会の承諾を得たうえで、指定収集袋を使用し、制限内（１回

の排出につき 40 リットルまで）で排出すること。 

 ・産業廃棄物の処理（収集運搬・処分）は、県の許可を受けた事業者に委託す

ること。 

ク その他 

本市が行う公共施設長寿命化のための建物維持管理点検、環境マネジメントシス 

テムに基づく調書の作成等について協力をすること。また、新たに保守委託等の事 

業が必要となった場合には本市と協議をした上で契約を結ぶこと｡ 

 

（５）経営管理に関する業務 

指定管理者は、施設の確実な管理運営を図るため、次の事項を適切に実施すること。 

ア 事業計画書及び収支予算書の作成 

次年度の事業計画書及び収支予算書を毎会計年度開始前までに作成し、本市に提 

出すること。その後、本市と調整を図ったうえで合意した内容について年度協定を 

締結する。記載する内容は、管理運営についての事業計画及び収支予算とする。 

イ 事業報告書の作成 

(ｱ) 事業報告書 

指定管理者は、次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、毎会計年度終 

了後４５日以内に本市に提出すること。ただし、指定管理者の指定を取り消しさ 

れたときは、指定を取り消しされた日から起算して３０日以内に提出すること。 

①管理運営業務の実施状況 

②ふれあい活動ホームの利用状況 

③ふれあい活動ホームの管理に関する収支状況 

④当該年度の団体の経営状況を説明する書類（損益計算書、貸借対照表） 

⑤利用者からの意見聴取の状況 

⑥その他本市が必要と認める事項 

(ｲ) 業務報告書 

指定管理者は、次に掲げる事項を記載した業務報告書（月次報告書）を作成し、 

翌月２０日までに、本市に提出すること。    

・管理運営業務の実施状況 

・各事業の進捗状況 

・施設の利用状況 
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・相談や問合せ等の対応状況 

・その他本市が必要と認める事項 

ウ モニタリング及び自己評価に関する業務 

(ｱ) アンケートの実施 

施設等の利用者を対象にサービス等に関するアンケートを毎年度実施し、分析 

を行うこと。 

(ｲ) 自己評価の実施 

施設等の管理運営に関して、随時自己評価を行い、日々の業務に反映させるほ 

か、アンケート結果、業務改善への反映状況等及び管理運営状況の自己評価を四 

半期ごとに本市へ報告すること。 

エ 利用統計書類等の作成業務 

本市から指示があった際には、施設に関わる利用統計や利用状況等をその指示に 

応じた形で期限までに報告すること。 

   

（６）その他の業務 

指定管理者は、施設の円滑な管理運営を図るため、次の事項を適切に実施すること。 

ア 本市及び関係機関との連絡調整業務 

イ 視察対応に関する業務 

他市からの行政・議会等の視察に対する施設内外の案内及び説明を行うこと。 

ウ 管理体制の整備等 

(ｱ) 管理体制の構築 

施設を円滑かつ適切に管理することが可能な体制を構築すること。 

(ｲ) 市への報告 

本市に対し、次に該当する事項が生じたときは、遅滞なく書面により報告しな 

ければならない。 

・施設において事故が生じるおそれがあるとき又は事故が生じたとき｡ 

・施設等を損傷し､又は滅失したとき｡ 

・施設の使用の承認に関し管理上必要な条件を付すとき｡ 

・所在地､名称又は代表者の氏名に変更があったとき｡ 

(ｳ) 接遇の徹底 

施設に従事する全ての職員に対して公益使命を自覚させ、名札の着用、来所者 

に満足を与える接遇を徹底すること。 

(ｴ) 文書の管理 

指定管理期間中の文書の管理について、年度毎、項目毎に分類し適切に管理す 

ること。 

エ 賠償責任及び保険への加入等 

(ｱ) 賠償責任の責務 

施設の管理業務の履行に当たり､指定管理者の責めに帰すべき事由により本市 

又は第三者に損害を与えたときは､その損害を賠償すること｡また、国家賠償法(昭 

和２２年法律第１２５号)の規程により本市が当該損害を賠償したときは指定管 

理者に対し求償することができる｡ 

(ｲ) 保険等への加入 

必要な損害保険等に加入すること。 

オ 環境への配慮 

(ｱ) 関係法令等の遵守 

C-EMS(茅ヶ崎市環境マネジメントシステム)活動方針の趣旨に基づき、管理運営 
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業務において環境関連法令等を遵守すること。また、本市の「エコオフィス行動 

ルール」に掲げる取組項目に準じて、省エネルギー、省資源、廃棄物等の削減に 

配慮すること。 

(ｲ) 再生紙の使用 

本市への提出書類及び添付資料については、原則として再生紙を使用すること。 

(ｳ) 施設の電力調達 

「茅ヶ崎市公共施設電力調達に関する基本方針」を踏まえ、環境に配慮した電  

気事業者から電力を調達するよう配慮すること。 

カ バリアフリーに関する事項 

  本市では、「茅ヶ崎市バリアフリー基本構想（令和 5年 8月改定）」を定め、バリ 

アフリー社会の実現に向けて本市が率先して全市的なバリアフリー化のボトムアッ

プに取り組むことを求めており、「本市が主体となって取り組む事業」を設定してい

る。 

  指定管理者は、基本構想の主旨を踏まえたうえで、市と連携し、事業の達成に向 

けて取り組むこととする。 

キ 情報公開 

指定管理者は茅ヶ崎市情報公開条例第２４条の規定を遵守すること。 

ク その他の留意事項 

(ｱ) 行政財産目的外使用申請 

指定管理者が本施設内の行政財産を目的外に使用する場合、本市に対して、行 

政財産目的外使用許可の申請が必要となるため、事前に本市と協議すること。 

(ｲ) 施設内での喫煙 

施設内での喫煙は、指定された場所以外認めない。これは施設利用者同様、指 

定管理者の職員についても適用する。 

(ｳ) 施設内での飲食・飲酒 

施設内での飲食・飲酒は、指定された場所以外認めない。これは施設利用者同 

様、指定管理者の職員についても適用する。 

(ｴ) 調査及び監査等 

本市は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管理者の管理 

する施設の適正な管理を確保するため、必要があると認めるときは指定管理者に 

対して、当該施設の管理運営に関する業務又は経理の状況について、報告を求め、 

調査し又は必要な指示をすることができる。 

(ｵ) 消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度） 

  消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）において、必要に応じて対 

応を行うこと。 

(ｶ) 施設の老朽化に伴う対応への協力 

今後、施設の老朽化に伴い、本指定管理期間中に、指定管理施設（ふれあい活 

動ホームあかしあ）の位置の変更が生じる可能性があります。位置の変更が生じ 

た場合、その変更に伴う業務について協力すること。 

(ｷ) その他 

施設の管理・運営の中で新たに必要となった業務（寄附等により施設の内外に 

新たに設置された構築物の維持管理業務を含む。）等については、本市との協議に 

基づいて実施することとする。 


